
茨城県国民健康保険運営協議会（仮称）について 

 

○ 改正国民健康保険法第 11 条（平成 30 年４月施行）に基づき，茨城県国民健康保険運

営協議会（仮称）を平成 30 年４月１日から設置する。 

 ※ 県議会平成 30 年第１回定例会に提出予定の「茨城県国民健康保険条例(案)」におい

て，協議会の名称及び委員の定数等を定める。 

 

１ 運営協議会の概要 

（１）主な審議事項（法定事項） 

   ① 国民健康保険事業費納付金の徴収に関する事項 

② 都道府県国民健康保険運営方針の作成に関する事項 

③ その他，国民健康保険事業の運営に関する重要事項 

（２）委員の定数等 

・ 現在の県国民健康保険制度移行準備委員会の定数（被保険者代表委員３名，保険

医・保険薬剤師代表委員３名，公益代表委員３名，被用者保険代表委員２名）を基

本に構成する予定 

  ・ 委員の任期は３年（平成 30 年４月１日から平成 33 年３月 31 日まで） 

 

２ 協議会の進め方（予定） 

  ・ 年に２回開催（６月～７月頃，11 月～12 月頃）する他，必要に応じ臨時開催する。 

・ 協議会の審議事項は次のとおりを予定する。 
 

 国保事業費納付金の徴収 国保運営方針の作成 その他重要事項 

第１回 

(６月～７月頃) 

当年度納付金の 

算定結果    等 

 県国民健康保険特別会

計当初予算の報告 等 

第２回 

(11 月～12 月頃) 

次年度納付金の 

仮算定結果   等 

国保運営方針に基づく

取組の進捗状況 

（H31 年度以降） 等 

県国民健康保険特別会

計前年度決算の報告 

（H31年度以降）  等 

                  ※運営方針の見直しは３年を目安に行う 

資料６ 



一般会計

支払基金

被保険者

国

・定率国庫負担32％
・調整交付金（国）9％

・高額医療費負担金1/4相当分
・特定健診1/3

都道府県

一般会計

市町村

一般会計
国保特別会計

国保連

医療機関

・前期高齢者
交付金
・療養給付費
等交付金

・後期高齢者
支援金等
・介護納付金

保険料
【医療・後期・介護】

保険給付費

保険給付費

現金給付

現物給付

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分）3/4
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/4

・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/2

（旧 ～H２９）国保財政の基本的な枠組みについて

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分）
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）
⇒国・都道府県負担分も含めて全額繰入れ

・都道府県繰入9％相当分
(1号分6%，2号分3%)
・高額医療費負担金1/4相当分
・特定健診1/3

財政安定化
基金

積立



一般会計

・都道府県繰入9％相当分
(1号分6%，2号分3%)
・高額医療費負担金1/4相当分
・特定健診1/3

支払基金

被保険者

国

・定率国庫負担32％
・調整交付金（国）9％
・保険者努力支援分

・高額医療費負担金1/4相当分
・特定健診1/3

都道府県

一般会計

・保険給付費等交付金
（普通給付分）

・事業費納付金
【医療・後期・介護】

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分）
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）
⇒国・都道府県負担分も含めて全額繰入れ

市町村

一般会計
国保特別会計

国保特別会計

国保連

医療機関

・前期高齢者
交付金
・療養給付費
等交付金

・後期高齢者
支援金等
・介護納付金

保険料
【医療・後期・介護】

保険給付費

保険給付費

現金給付

現物給付

・保険給付費等交付金
（特別給付分）
保険者努力支援分
特別調整交付金

(市町村分)
特定健診2/3
都道府県繰入金(2号分)

・保険基盤安定繰入金（法定軽減分）3/4
・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/4

支払の簡素化

・保険基盤安定繰入金（保険者支援制度分）1/2

（新 H30～）国保財政の基本的な枠組みについて

財政安定化
基金

積立

取り崩し


